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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第１期

第３四半期連結
累計期間

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日

売上高 (千円) 7,157,440

経常損失(△) (千円) △61,240

親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

(千円) △214,766

四半期包括利益 (千円) 37,197

純資産額 (千円) 7,313,093

総資産額 (千円) 11,421,495

１株当たり四半期
純損失（△）

(円) △33.48

潜在株式調整後
１株当たり四半期
純利益

(円) ―

自己資本比率 (％) 61.8
 

 

回次
第１期

第３四半期連結
会計期間

会計期間
自　平成28年10月１日
至　平成28年12月31日

１株当たり四半期純
利益

(円) 17.12
 

(注)１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　当社は、平成28年４月１日設立のため、前連結会計年度以前に係る記載はありません。

３　売上高には、消費税等は含まれておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

５　第１期第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表は、単独株式移転により完全子会社となった日本コンベ

ヤ株式会社の連結財務諸表を引き継いで作成しております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内

容に重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても重要な異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は、新規設立に伴う有価証券届出書に記載した「事業

等のリスク」について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 
２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

 
当社は平成28年４月１日に単独株式移転により日本コンベヤ株式会社の完全親会社として設立されましたが 、連

結の範囲については、それまでの日本コンベヤ株式会社の連結の範囲と実質的な変更はありません。以下の記述に

おいて、前年同四半期と比較を行っている項目については日本コンベヤ株式会社の平成28年３月期第３四半期連結

累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日）との比較を、前連結会計年度との比較を行っている項目につい

ては日本コンベヤ株式会社の平成28年３月期連結会計年度との比較を行っています。

 
(1) 経営成績の分析

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による各種経済政策により、企業収益や雇用情勢は穏や

かな回復基調となったものの、国内消費の弱含みによる非製造業の伸び悩みなどにより、企業の景況感が悪化する

など、依然として先行き不透明な状況が続いております。加えて、英国のEU離脱問題、新興国を中心とした経済成

長の減速懸念、米国大統領選挙の結果を起因とする金融市場の不安定な動きなどにより設備投資についても、企業

の投資姿勢が弱まる可能性もあります。

このような環境下、当社グループでは、売上高はコンベヤ関連で土木関係設備の納入が遅れていることにより減

少しましたが、立体駐車装置関連の本体の新設納入やメンテナンス、太陽光発電システム関連の納入が堅調に推移

したことにより、売上高は7,157,440千円(前年同四半期比2.4％減)となりました。損益面につきましては、コスト

削減、経費の圧縮など徹底した合理化を推進しましたが、操業差損の発生などにより営業損失は87,798千円(前年同

四半期営業損失27,699千円)、経常損失は61,240千円(前年同四半期経常利益3,051千円)、親会社株主に帰属する四

半期純損失は214,766千円(前年同四半期純損失68,452千円)となりました。

 
 　セグメント別の状況は以下のとおりであります。

 
〔コンベヤ関連〕

　コンベヤ関連では、国内製鉄所関連のコンベヤ設備、保守部品の納入等がありましたが、土木関連設備の納入が

遅れたことにより、売上高は1,638,474千円(前年同四半期比28.2％減)、セグメント損失は396,937千円(前年同四半

期セグメント利益122,115千円)となりました。

 
〔立体駐車装置関連〕

　立体駐車装置関連では、商業施設向けなどの新規設備納入、メンテナンスともに堅調に推移したことにより売上

高4,397,235千円(前年同四半期比7.1％増)、受注採算の改善等によりセグメント利益は401,403千円(前年同四半期

比153.9％増)となりました。
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〔人材派遣関連〕

　人材派遣関連は、売上高は228,488千円(前年同四半期比23.9％減)、セグメント損失は1,101千円(前年同四半期比

セグメント利益7,694千円)となりました。

 
〔太陽光発電システム関連〕

　太陽光発電システム関連は、売上高は893,242千円(前年同四半期比38.1％増)、セグメント損失は1,416千円(前年

同四半期セグメント損失6,805千円)となりました。

 
(2) 財政状態の分析

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比較して417,348千円減少の11,421,495千円となり

ました。主な内訳は、現金及び預金が706,992千円、仕掛品が170,029千円減少したことによるものです。負債は、

前連結会計年度と比較して386,412千円減少の4,108,401千円となりました。主な内訳は、支払手形及び買掛金が

107,119千円、短期借入金が114,280千円、工事損失引当金115,600千円減少したことによるものです。純資産は、前

連結会計年度と比較して30,935千円減少の7,313,093千円となりました。主な内訳は、その他有価証券評価差額金は

222,538千円増加しましたが、親会社株主に帰属する四半期純損失の計上、配当金の支払い等により利益剰余金が

278,926千円減少したことによるものです。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません 。

　

(4) 研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は73,447千円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

 当社グループを取り巻く事業環境は、原材料価格の変動や、為替相場の動向による影響が予想されます。

 当社グループは、経営方針に従い、コンベヤと立駐の各事業で受注採算の改善に努め、価格競争力向上のための

製作、調達、工事コストの削減とともに固定費の適正化により収益改善を図ります。同時に事業規模に合わせた体

質改善により経営基盤の強化に努めてまいります。人材派遣においては、ＴＣＳホールディングスグループ各社と

の連携を深め、ノウハウ構築による拡大を目指します。また太陽光発電システム(ソラキューブ)販売等の新規事業

分野への展開を積極的に行い、改善された財務体質のもとで安定的に収益計上できる事業基盤を確立し、継続的に

発展させます。

　

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

 当社グループの資金状況は、当第３四半期連結会計期間の現金及び預金の残高は、3,084,674千円、借入金の残高

は、152,040千円であり、資金の流動性は維持しております。

 

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

　厳しい経営環境にありますが、平成28年４月に策定した経営方針に基づいて、より強力に経営構造の改革を推進

し、安定的な収益体制を確立し、持続的な成長を果たすことを目指します。売上確保とともに利益を重視すること

を基本方針とし、事業規模に合わせた体質改善と経営基盤の強化に努めてまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 17,600,000

計 17,600,000
 

 

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,416,046 6,416,046
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株でありま
す。

計 6,416,046 6,416,046 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年12月31日 ― 6,416,046 ― 3,800,000 ― 1,200,000
 

 
(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成28年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成28年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 　

300
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

6,391,100
63,911 ―

単元未満株式 普通株式  24,646 ― 単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 6,416,046 ― ―

総株主の議決権 ― 63,911 ―
 

(注)  「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が500株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数５個が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成28年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ＮＣホールディングス株
式会社

東京都千代田区鍛冶町
一丁目７番７号

300 ― 300 0.0

計 ― 300 ― 300 0.0
 

(注) 第３四半期会計期間末日現在における自己株式数は418株となっております。

 

２ 【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

当社は平成28年４月１日に設立され、当四半期報告書は設立第１期として提出するため、前連結会計年度及び前年

同四半期との対比は行っておりません。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

 

 

          (単位：千円)

          
当第３四半期連結会計期間

(平成28年12月31日)

資産の部  

 流動資産  

  現金及び預金 3,084,674

  受取手形及び売掛金 ※1  3,527,474

  仕掛品 454,949

  原材料及び貯蔵品 438,299

  その他 549,770

  貸倒引当金 △16,671

  流動資産合計 8,038,495

 固定資産  

  有形固定資産 1,195,340

  無形固定資産 74,857

  投資その他の資産  

   投資有価証券 1,706,190

   その他 461,534

   貸倒引当金 △54,923

   投資その他の資産合計 2,112,801

  固定資産合計 3,382,999

 資産合計 11,421,495

負債の部  

 流動負債  

  支払手形及び買掛金 ※1  1,603,252

  短期借入金 152,040

  未払法人税等 38,488

  前受金 243,367

  賞与引当金 21,177

  完成工事補償引当金 105,777

  工事損失引当金 357,500

  その他 328,650

  流動負債合計 2,850,253

 固定負債  

  退職給付に係る負債 709,159

  その他 548,988

  固定負債合計 1,258,147

 負債合計 4,108,401
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          (単位：千円)

          
当第３四半期連結会計期間

(平成28年12月31日)

純資産の部  

 株主資本  

  資本金 3,800,000

  資本剰余金 1,280,723

  利益剰余金 1,577,300

  自己株式 △473

  株主資本合計 6,657,550

 その他の包括利益累計額  

  その他有価証券評価差額金 316,950

  土地再評価差額金 85,337

  その他の包括利益累計額合計 402,287

 非支配株主持分 253,255

 純資産合計 7,313,093

負債純資産合計 11,421,495
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

          (単位：千円)

          当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

売上高 7,157,440

売上原価 5,924,189

売上総利益 1,233,250

販売費及び一般管理費 1,321,049

営業損失（△） △87,798

営業外収益  

 受取利息 680

 受取配当金 24,193

 有価証券売却益 39,214

 国庫補助金 3,121

 その他 7,795

 営業外収益合計 75,004

営業外費用  

 支払利息 10,089

 創立費 16,521

 為替差損 9,551

 固定資産圧縮損 3,121

 その他 9,161

 営業外費用合計 48,446

経常損失（△） △61,240

特別損失  

 固定資産廃棄損 6,017

 特別損失合計 6,017

税金等調整前四半期純損失（△） △67,258

法人税等 121,051

四半期純損失（△） △188,309

非支配株主に帰属する四半期純利益 26,456

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △214,766
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

          (単位：千円)

          当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

四半期純損失（△） △188,309

その他の包括利益  

 その他有価証券評価差額金 225,507

 その他の包括利益合計 225,507

四半期包括利益 37,197

（内訳）  

 親会社株主に係る四半期包括利益 7,771

 非支配株主に係る四半期包括利益 29,426
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【注記事項】

(会計方針の変更）

平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用　

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告

第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以降に取得する建物附属設備及び

構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、この変更による第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。　　

 
(追加情報）

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四半期

連結会計期間から適用しております。　

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、前第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　

 
当第３四半期連結会計期間

(平成28年12月31日)

受取手形 19,443千円

支払手形 150,959
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

減価償却費 74,189千円
 

 

(株主資本等関係)

当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

　当社は平成28年４月１日に単独株式移転により設立された完全親会社であるため、配当金の支払額は下記の完全子

会社の定時株主総会及び臨時株主総会において決議された金額であります。

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額(円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月10日
定時株主総会

普通株式
日本コンベヤ㈱

64,160 1.0 平成28年３月31日 平成28年６月13日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３

コンベヤ
関連

立体駐車
装置関連

人材派遣
関連

太陽光発電
システム関

連

売上高        

 外部顧客への売上高 1,638,474 4,397,235 228,488 893,242 7,157,440 ― 7,157,440

 セグメント間の内部売上
 高又は振替高

585,996 ― 80,276 ― 666,272 △666,272 ―

計 2,224,470 4,397,235 308,764 893,242 7,823,713 △666,272 7,157,440

セグメント利益又は損失(△) △396,937 401,403 △1,101 △1,416 1,948 △89,747 △87,798
 

(注) １ セグメント利益又は損失(△)の調整額△89,747千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり

ます。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
　
 

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △33円48銭

(算定上の基礎)  

親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△)(千円) △214,766

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純損失金額(△)(千円)

△214,766

普通株式の期中平均株式数(株) 6,415,718
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成29年２月13日

ＮＣホールディングス株式会社

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   成　　本   弘　　治　　印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   神　　﨑   昭　　彦   印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＮＣホールディ

ングス株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成28年10月

１日から平成28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＮＣホールディングス株式会社及び連結子会社の平成28年12月31

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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